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週刊マーケットレター（2017 年３月 27 日週号、No.589） 

                            2017 年３月 26日 

                          曽我 純 
 
■主要マーケット指標 

危うい日本の立憲主義 
NY ダウは前週比 1.5%下落した。昨年 11 月第１週以来の下げ率だ。トランプ大統領の政

策実行性に疑問が生じてきたからだという。それではトランプ大統領が掲げている政策を

遂行できれば米国経済は今より良くなるのだろうか。市場関係者の多くはトランプ派なの

でそう考えているのだろう。だが、トランプ大統領の政策が実行されれば、米国社会の格

差はますます拡大し、社会は醜くなっていくだろう。そして米国は弱体化していくことに

なる。トランプ大統領が主導する政策では墓穴を掘ることになるのだ。 

為替レート ３月 24 日（前週末） １ヵ月前 2015 年末 

  円ドル 111.33(112.70) 112.18 120.19 

 ドルユーロ 1.0797(1.0736) 1.0560 1.0863 

 ドルポンド 1.2468(1.2394) 1.2465 1.4740 

 スイスフランドル 0.9912(0.9985) 1.0073 1.0024 

短期金利（３ヵ月） 

 日本 0.01864(-0.00643) -0.02486 0.08286 

 米国 1.15128(1.15178)  1.05400 0.61270 

 ユーロ -0.35571(-0.35429) -0.35143 -0.12786 

 スイス -0.73120(-0.72600) -0.72920 -0.75600 

長期金利（10年債） 

 日本 0.065(0.070) 0.060 0.270 

 米国      2.41(2.50) 2.31 2.27 

 英国      1.19(1.24) 1.07 1.96 

 ドイツ  0.40(0.43) 0.18 0.62 

株 式 

 日経平均株価 19262.53(19521.59)  19283.54 19033.71 

 TOPIX 1543.92(1565.85)   1550.14  1547.30 

 NY ダウ 20596.72(20914.62)  20821.76 17425.03 

 S&P500 2343.98(2378.25)   2367.34  2043.94 

  ナスダック 5828.73(5900.99)   5845.30   5007.41 

 FTSE100（英） 7336.82(7424.96)   7243.70     6242.32 

 DAX（独） 12064.27(12095.24)  11804.03 10743.01 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 183.46(184.47) 190.93 176.27 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 47.97(48.78) 53.99 37.04 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1248.5(1230.2) 1258.3 1060.2 
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むしろトランプ大統領が行なおうとしている政策など実現できないほうが米国のために

なる。前週末、オバマケア代替法案が撤回されたが、身内の共和党にもトランプの政策に

反対する人がいるのである。それだけ、トランプ大統領の政策には問題があるということ

なのだ。自国第１主義、移民の制限など基本的な考えが間違っている。こうした原理を振

り回せば、米国社会の活力が削がれ、問題が噴出することになりかねない。問題は外部に

あるのではなく、米国の内部、しかも大統領の進めようとしている政策にあるのである。 

日本とて同じだ。先週、「組織的犯罪処罰法改正案」が国会へ提出された。人間の内面に

まで公権力が踏み込んでくるのだ。規制緩和などというが、人に対しては規制強化を図る。

思想や言論、集会等に圧力を掛ける法案であり、成立すれば法が示す内容よりもより強い

影響力を持つのではないだろうか。すでに安倍政権が成立させた「特定秘密保護法」や「安

保法」に加えて、「組織的犯罪処罰法改正案」が成立すれば、国家権力がますます強くなる

ことは間違いない。 

安倍政権が目指しているのは国家権力の拡大強化であり、基本的人権の制限なのである。

戦前の国体に基づく政治であり、中国や北朝鮮のような全体主義体制を確立させることが

理想なのだろう。いまや米国もトランプ大統領の出現によって自由に制限が加えられてお

り、世界的に強権政治という忌まわしい時代に向かっている。 

日本国憲法の前文に「専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しよう」、「いずれ

の国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならない」と謳われている。安倍

首相やトランプ大統領がこうした理念から逸脱していることは明白である。 

中国やロシアの社会は「専制と隷従、圧迫と偏狭」に満ちており、だから息苦しく社会

的不満が充満しているのだ。自由を束縛されていれば、新たなものは生み出されないだろ

うし、鬱憤がいつ爆発するともかぎらない。「専制と隷従、圧迫と偏狭」に満ちた社会であ

るからこそ、テロが起こるのである。テロや反体制勢力が台頭するのは政治体制に問題が

あるからだ。 

安倍政権は強権政治体制の構築を目論んでいる。もっとも暴走を阻止しなければならな

いのは個人や組織などではなく国家なのだ。国家権力に枠をはめているのは憲法だが、安

倍政権はこの憲法をかってに解釈し、骨抜きにしようとしている。現行憲法をなんとも思

わない人が首相や国務大臣まで昇り詰めているばかりでなく、国会議員の３分の 2 以上が

改憲派という事態に陥っている。それでも安倍内閣の支持率は高いのだ。 

強権政治を強め、基本的人権を制限するような体制ではすべてがうまく機能しなくなる

だろう。政治が専制的になり、首相の周りには従順なかばん持ちばかりということになれ

ば、政治の堕落は避けられない。そうなれば経済も衰退の途を辿るだろう。資本主義経済

の大前提は自由に活動できる人や企業が存在すること。この大前提はすでにかなり成り立

たなくなっているけれども、さらに自由な活動に対して規制が強まれば資本主義経済は機

能しなくなる。 

株式市場は資本主義経済のエンジンなどといわれているが、資本主義経済が機能しなく
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なれば、株式市場の存在意義はなくなる。トランプ大統領や安倍首相は資本主義経済を脅

かしているともいえる。資本主義経済の原動力を奪うような政策を推進していながら、株

式が評価されることは、株式市場がトランプ大統領の施策を正しく評価していないことに

なる。だが、間違った解釈が長期間放置されることはないだろう。いずれ、株式市場はこ

れまでのトランプ政策への高評価を改めるだろう。 

それにしても首相夫人の日本会議所属の国粋主義者との深い関係、彼らへの国有財産売

却への関与疑惑等、安倍首相の落とし穴はもっとも身近なところにあった。窮地に追いや

られるのは外部要因ではなく内部要因だという典型的な事例ではないか。 

首相夫人であるならば本来、関わりを避けなければならない人たちであった。首相夫人

には付き人が５人もいるそうだが、何のために５人も配置していたのだろうか。付き人は、

首相夫人に群がってくる有象無象から守る必要がある。日本会議に所属していることから、

同胞として安心感があったのか深入りしてしまった。 

森友学園問題により、改めて皇国史観に立つ日本会議が、日本社会に蔓延ってきている

かがあきらかになった。安倍政権の「特定秘密保護法」や「安保法」から「組織的犯罪処

罰法改正案」に至るまでの法案制定をみれば、立憲主義を蔑ろにし、国体論を復活させよ

うとしていることはあきらかだ。そうした法案は国体論を進めるための序章なのである。

自民党の大半の国会議員が、日本会議と神道政治連盟に所属していることを顧慮すれば、

安倍政権の存続は、戦前のように国体論が立憲主義を駆逐し、日本は全体主義体制で覆わ

れることを予感させる。 


